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主流言語としての英語と少数言語しての民族語をめぐる課題

石原昌英

法文学部教授

多民族・多言語国家である米国では、白人（アングロサクソン系）主流派による言語統一と少数言語

話者の言語維持に関する要求の折り合いをつけることは建国いらい途切れることなく重要な政策課題で

あった。例えば、白人主流派の言語である英語と移民及びその子孫の民族言語の共存、言い換えると、

民族言語の維持継承の問題がある。また、先住民の言語の維持継承の問題もある。民族言語の維持継承

の問題と関連して、政治、社会、教育の分野で教育と言語の問題に関する白熱した論争が続いている。

1990年台後半にはマイノリティの人口が多いカリフォルニア、アリゾナ、コロラドなどの州では、英語

を理解しない児童生徒に対する英語以外の言語による教育を行う二言語教育の廃止を求める法案が住民

投票にかけられている。このように、米国においては、英語と少数言語の共存に関する問題は現在も進

行中の課題である。

アジア・太平洋地域において、米国と類似した言語状況を呈している国にオーストラリアがある。米

国から見たオーストラリアの言語政策と言語状況、またオーストラリアからみた米国の言語政策と言語

状況を研究することは、支配的な地位を持つ英語の普及と少数言語（民族言語）の維持継承の共存をめ

ぐる課題に普遍的なものがあるのかどうかを探る上で意義がある。しかしながら、筆者が調査した範囲

では、そのような研究成果を探し出すことはできなかった。現在のところ、米国の研究者は米国を、オー

ストラリアの研究者はオーストラリアを研究対象としているようである。

オーストラリアにおいては支配言語としての英語と英語以外の民族言語が共存している。しかし、過

去においてオーストラリアは英語以外の言語が存在することを政策的に奨励しなかった。同国において、

第2次世界大戦後まで実施された先住民（アボリジニ）の言語同化を目的とした諸方策は米国で実施さ

れた先住民（アメリカ・インディアン）の言語同化を目的とした諸方策と共通するところがある。また、

近年では、アジア地域を始め、「有色人種」の移民が多く、言語的に多様化してきている。類似した歴

史と経験を有するオーストラリアの言語状況とそれに対応した言語政策を探ることは、米国の言語政策

と言語状況の実態を明らかにすることにつながる。そこで本研究では、予備調査として、米国とオース

トラリア両国における言語政策および言語状況に関する先行研究と関連する文献をまとめることにする。

米国における言語に関する課題

20世紀前半の米国における言語に関する課題のひとつとして、移民の米国生まれの子供たちの米化と

外国語学校の管理の問題があった。Baron(1990)やHigham(1955)などはドイツ人移民の子弟の

米化とドイツ語学校の関連について次のように書いている。第一次世界大戦での敵国であったドイツを
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祖国とするドイツ系米国人などが祖国を支持したことで、米国内における「分断された愛国心」が問題

とされ、ドイツ人子弟を教育していたドイツ語学校の廃止が強く要求された。ドイツ語学校は子供たち

の米化を阻害するというのである。このドイツ語学校廃止運動の中で米化主義者は「一国家、一国旗、

一言語」のスローガンを掲げた。ドイツ系米国人は米国人として生まれたからには、「米国と米国旗に

忠誠を誓い、米国の言語である英語を話せ」と要求されたのである。また、黒川（1998)、Morimoto

(1989)、Tamura(1994)などによると、1910年代後半から20年代前半にかけて、日系人が多く居住し

ていたカリフォルニア州、ワシントン州とハワイ準州にこの余波が押し寄せ、日系米国人の米化と日本

語学校の廃止が求められた。ドイツ語学校と日本語学校の廃止という主流派からの要求の背景には、外

国学校に対する不信と偏見に加え、米国の理想は英語によってのみ理解可能であり、英語は国家統一の

糧であるという、英語を特別視する誤った言語観があった。

20世紀後半になると、ヨーロッパを中心に少数言語話者の人権の擁護という運動が盛んになり、「言

語権(LinguisticHumanRights)」という概念が確立した。これと関連して、従来の単一言語主義を

否定する多言語主義という考えが出てきた。米国においては1950.60年代の公民権運動の成果の一つと

して、1968年に二言語教育法(BilingualEducationAct)が制定された。これにより、メキシコ系米

国人や中国系米国人を始めとする言語的マイノリテイの教育に関する言語権が法的に重視されるように

なった。この流れに拍車をかけたのが、1974年1月のラウ対ニコルズ事件に関する連邦最高裁判決であ

る(Wang,1995;ライオンズ、1997)。これは英語が得意でないサンフランシスコ市在住の中国系米

国人が二言語教育の実施を求めてサンフランシスコ統一教育区(SanFranciscoUnifiedSchool

District)を訴えたものであるが、連邦最高裁は、中国系米国人の主張を認めた2.

1980年代半ばあたりから、英語を母語とする主流派の一部は米国内における多言語の存在は英語の絶

対的な地位を脅かしていると危機感を抱き、巻き返しを図った。事実上の公用語・国家語である英語の

地位を法的にも確保することを目指し、全国的な運動を展開した(Gonzalez,2001a,b)。英語を州レ

ベル及び連邦レベルの公用語と定め、英語以外の言語の使用を制限することがこの運動の目的である4。

この運動は、英語の将来に危機感を抱いていた者たちの支持を得た。その結果、1990年代後半において、

'少々長くなるが、ライオンズ（1997）から判決文の一部を引用する。

州により課されたこれらの基準の下では、単に生徒に同じ設備、教科書、教師、カリキュラムを提供するこ

とだけに終始しており、これでは平等な扱いをしたことにはならない。なぜなら、英語を理解しない生徒は、

意味ある教育から事実上除外されているからである。基礎的な英語運用能力こそ、これらの公立学校が教え

るべきまさに核心なのである。公教育を受ける前からこうした基礎的な英語運用能力を身に着けていなけれ

ばならない、と要求することは、公教育の基本から見て本末転倒している。英語が分からなければ、教室で

の出来事は全く理解できず無意味なものになってしまうに違いないからである。(p.116)

後述するように米国の一部の州では二言語教育が住民投票により廃止された。しかし、結果として、英語によ

る教育について行けない生徒が数多く出てくるのは予測できる。この予測が現実のものとなったときに、この

「意味のある教育(meaningfuleducation)」という概念は再び大きな意味を持つであろう。

2連邦最高裁はネブラスカ州対ドイツ語学校(Meyerv・Nebraska,1923年）とハワイ準州対日本語学校

(Farringtonv.Tokushige,1926年）においてもマイノリテイの言語的人権を擁護する判決を下している。特

に、前者は、米国内の言語政策研究者によく知られている。これらの二つの判例を含め、DelValle(2003)は

米国内における言語的人権に関する法律や判例まとめている。

3この運動は"EnglishOnlyMovement"または"OfficialEnglishMovement"として知られている。
4この運動の中心となった者の一人がS.I.ハヤカワという日系二世の言語学者であった。
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英語を公用語と定めた州は30近くある(Baron,1990)。しかし、2003年現在、英語は米国の公用語と

定められていない。1990年代に入り、カリフォルニア州などで二言語教育の廃止に焦点をしぼった運動

も展開された。この結果、カリフォルニア州やアリゾナ州などのメキシコ系の人口が際立って多い米国

南西部の州では住民投票によって二言語教育が廃止されたところもある5．

上記以外の米国における言語に関する重要な課題として、先住民の言語の維持継承の問題とエボニッ

クス(Ebonics)または黒人英語として知られるアフリカ系米国人の話す英語の問題がある。両者は、

長年にわたり現実生活において基本的人権を享受できなかったという民族的経験を共有している。また、

社会階層的に主流派からは離れた周縁で存続してきたので、主流派との言語的接触が少なかった。

Cantoni(1996)によると、アングロサクソン系の英語話者が移住する前から数多くの先住民族が北米

大陸に居住していたが、米国建国以来、時には極端な方策を介して言語同化が図られた。その結果、数

多くの部族言語が部族の消滅と運命をともにした。近年では、米国内の「独立国家」的な存在(Nation)

として認められ、部族言語の維持継承を図る試みがなされているが、前途は明るいものではない。Green

(2002)やPoplack(2000)によると、20世紀半ばの公民権運動の後も、アフリカ系米国人は社会的に

隔離された状態が続き、主流派との言語接触がなかった。その結果、いわゆる標準アメリカ英語とは異

なる独特な英語が継承されてきた。この英語、つまり、エボニックスは英語の変種として認識されてい

るので、学校教育において教育言語として用いられることはない。その点で、アフリカ系米国人は、他

のマイノリティとは異なり、教育的に不利な状況が改善されないでいる。

オーストラリアにおける言語に関する課題

上記のように、オーストラリアは英国を宗主国とする移民国家である。しかし、米国のように、いわ

ゆる有色人種の移民を認めていたわけではない。関根（1997）によるとオーストラリアには1970年代半

ばまで「白豪主義」という基本政策があった。その一環として、ヨーロッパ等からの「白色人種」の移

民のみを認めるという人種差別的な移民政策があった。この政策が大きく転換するのは、アジア・太平

地域の一員として地域との関係を強化することが政治的・経済的に重要であることを認識したからであ

る。1970年代後半には経済的な理由でインドシナ難民を大量に受け入れるようになり、さらに中国、イ

ンド、レバノン等の非キリスト教地域からの移民が流入するようになった（関根、1997；（オーストラ

リア）総理府内閣官房多文化問題局、1997)。

このような状況を背景に、オーストラリア政府は国策として多文化主義を奨励する政策を推進した。

関根（1997）によると、オーストラリアは国家モデルとして6，「共和制モデル」を採用していたが7，

最近では「多文化主義モデル」へと移行した。このモデルによると、

5この二言語教育廃止運動やEnglishOnly運動については、反対の立場からの最新の情報がhttp://ourworld.

compuserve.com/homepages/JWCRAWFORDに掲載されている。このサイトを管理するJ.W・Crawfordは

米国における英語対少数言語の問題に関して数冊の著書がある。

6関根はこの（国民）国家類型についてはカースルズ／ミラー（1996）の議論を踏襲している。
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現代国家は多かれ少なかれ多民族国家・多文化社会であるという前提を受け入れ、同質的国民

国家の維持は難しいと認識した上で、積極的に異文化・異言語の存在を承認し、移住者・難民・

先住民等の文化・言語を承認し、維持努力を認め援助する。(p.159)

このような基本政策に基づき、オーストラリア政府は1989年に「多文化国家オーストラリアのための全

国計画」を策定した。この計画では、多言語社会の形成と維持に関してつぎのような見解が述べられて

いる。

オーストラリア人はまた、100以上の英語以外の言語を日々、家庭で、町で、学校で、店内

や職場で話している。オーストラリア人はそれぞれの第一言語と文化的伝統を維持し、発展さ

せることを認められるべきであり、このことは全国民の利益につながる。英語だけしか話さな

い人が、他の言語の価値をはっきり認めて学ぶならば、文化的な相違、即ち個性を一段と尊重

し、それを認めて受け入れることができるようになるだろう。言語学習には、知的、経済的理

由を含めた多くの理由付けがあるが、文化の理解促進が最も重要なことの一つである。（総理

府内閣官房多文化問題局、1997、pp.234-235)

一方で、この計画にはすべてのオーストラリア人が英語を習得する機会を提供すること目標として含

まれている。また、英語だけしか話せないオーストラリア人には英語以外の言語を習得する機会を提供

することも目標として含まれている。この二つの目標が達成できたときには運用能力の差異はあるであ

ろうがすべてのオーストラリア人が少なくとも二つの言語を操ることができるようになっているであろ

う。

米国の言語政策を分析すると、オーストラリアの言語政策と大きな違いがあることがわかる。米国で

は、移民の子弟に二言語教育を提供するなどして一時的に二言語話者を作り出すことはするが、最終的

な目的は英語への同化である。また、上記のように、近年では、二言語教育の廃止を要求する運動も起

こっている。一方、オーストラリアでは、英語の重要性を啓蒙しつつも、英語以外の言語の重要‘性と存

在意義も周知する試みがなされている。

1990年代から政治・経済面での米国の「一人勝ち」状態が続いている。これが英語と英語以外の言語

の関係に影響を及ぼすことは避けられないであろう。このような新しい局面においてオーストラリアの

多文化・多言語主義政策がどのように維持されていくのか、言い換えると、言語政策上の米国との差異

7関根によると「共和制モデル」を採用している国に米国がある。これは次のようなモデルである。

基本的な市民社会の生活ルールや、ホスト国家の政治的目的や理想に共鳴できかつ適応できれば、移住

者の文化や言語の違いは二の次であり、市民権の付与に際して文化的同質性を余り重視しない。しかし、

市民権を与えられた人々は、時とともに文化的に同質化していくだろうと考えており、積極的な異文化・

異言語維持のための多文化主義政策を実施はしないが、移住者への差別を禁止したり、社会参加のため

の援助政策は実施する。（関根、1997、p､158）

こうしてみると、米国とオーストラリアの文化政策の違いは異文化・異言語維持のための多文化主義政策を積

極的に実施するか否かという点にあるようである。
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